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1. 背景と目的 
	 近年、建物ストックの再生手法として、用途

変更によって使用価値の回復を図る「コンバー

ジョン」という考え方が注目されている。2003
年問題を皮切りに主に都市部を中心としたオ

フィスビルの過剰供給により、特に中小規模の

オフィスでの空室増加が問題とされている。 
	 用途変更の事例は徐々には増えてきている

が、そうした事例の多くは既存の建物独自のポ

テンシャルに起因するため、用途変更によって

生じる事業費やその後の収益の計画について

の客観的な評価を行う事が困難である。特に、

中小規模のオフィスビルの多くは個人や零細

企業が所有している事もあり、今後そうした所

有者のための評価方法を確立していく事は、用

途変更が普及していく上で有益である。 
	 本研究では、場所によって異なる条件、地域

の需要や周辺環境からオフィスストックを読

み解く事で転用可能性の評価を行い、今後の中

規模オフィスビルの所有者にとって、よりよい

用途変更を行う足がかりとなる評価軸を示す

事を目的としている。 
 
2. 既往研究 
	 用途変更の可能性評価について松村ら１）は

実際に市場に出ている空オフィスビルについ

て面積や形状を調査、分類している。また複数

のオフィス事例を元に試設計を行い、必要工事

の発生有無によって用途変更の実現可能性の

評価をしている。しかし、対象地域の需要や住

戸タイプの選択については本研究の目的とす

る内容は十分に論じられていない。 
3. 研究方法 
	 2地域を対象として設定し、不動産情報を元
に１㎡あたりの住戸タイプ別家賃（以下、家賃

単価）データを作成した。2地域に同条件のオ
フィスビルが存在すると仮定し、集合住宅への

用途変更を試みる。その際に住戸タイプによる

改修コストの違いや家賃単価を元にした収益

シュミレーション（以下、実験）を行うことで、

2地域で起こるプランの発生パターンの違いと
運用可能性を分析、考察する。 
3.1 対象地域 
	 オフィス地域として東京都港区、住宅地域と

して世田谷区を対象とする。対象地域の不動産

情報として、賃貸不動産情報Webサイト２）に
平成25年7月〜平成25年10月までに掲載され
た対象区の全物件数35,696件から1R〜4DKの
タイプをそれぞれ30件無作為抽出し家賃単価
を住戸タイプ別にグラフ化した。（図1） 
 

 
           図1	 住戸タイプ別家賃単価 
3.2	 用途変更の設定 
	 使用するケースモデルは首都圏における空

オフィス事例を調査した既往研究より、発生件

数の多い例としてあげられた基準階面積200
㎡の中規模ビルとした。また一般的に建物の敷

地条件の発生パターンはコア位置と接道条件

の関係（3種類）と、採光条件（4種類）で分
類し、組み合わせは全10通りある。今回の実
験ではその中の1つ一面接道側面コア型、二面
対角採光とした。（図2）更に今回は1フロア
のみでの実験とし、プランの配置は面積の合計

のみ考慮した住戸タイプ組み合わせ（a〜q）
18通りのプランを作成した。（図3）改修コス
トは最低限必要となる共通のコストを除いた、

住戸タイプによっての違いを出すための住戸

壁の壁量と水回り設備単価のみを考慮して用

途変更にかかる初期費用を設定する。住戸壁は

1スパンあたりの単価N＝17.5万円３）として計
算し、バス・トイレ・キッチンの設備は住戸タ
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イプに合わせてグレードの異なる既製品４）を

扱うもとする。 
3.3	 収益シュミレーション 
	 前項で設定した家賃単価から年間収益と改

修コストを求め、改修コストは10年間で返済
していく計画とし年間収益から1年間分の改修
コストを引いた年間の純利益を比較していく。

その詳細を表1にまとめた。 
 
4. 2地域の住戸タイプ別家賃単価比較 
	 図1のグラフから全体的に港区の家賃単価が
上回っている事が分かる。しかし、地域ごとに

住戸タイプ別家賃単価の推移を見ていくと、ま

ず両地域で比較的1Rの単価が高い事が分かり、
更に港区では1LDK−2DKが最も高い値を示し、
住戸タイプによって大きな差が見られる。世田

谷区は1Rの他に3LDKが高い値を示したが、港
区に見られる程の大きな差は見られなかった。 
 
5. 実験結果 
	 収益シュミレーションの結果から、港区では

収益の高いものから [ r , m , q , o , h , n ]とな
り、これらのプランを図3で見ると、図1より
最も家賃単価の大きい1LDK−2DKを含むプラ
ン[ r , m ]が最も優秀な結果を示し、表１にお
ける年間純利益を見ても、他のプランよりも収

益率が高い。続いて家賃単価の高い1Rを多く
含むプラン[ q , o ]も高い収益可能性を示した。
世田谷区では収益の高いものから[ a , b , i , q , 
d , f ]となり、図1では3番目に高い家賃単価の
3LDK−4DKを含むプランが優秀なプランであ
った。また4章で述べたように、両地域に1Rの
家賃単価が高いが、小さな住戸を多く選択する

ほど壁量、設備個数が改修コストとして増える

ので、必ずしも高い収益を生むとは限らないこ

とが明らかとなった。 
 
 6. まとめ 
今回の実験から集合住宅への用途変更におけ

る上で、住戸タイプ別の家賃単価に着目したこ

とで、その地域で選択できる計画パターンに違

いが出ることが分かった。また、接道条件や採

光条件によっても選択できるパターンに違い

が出る為、必ずしも住居としての転用が有効で

ない可能性もあり、そうした視点からオフィス

ビルの評価を行う事も必要である事が言えた。

今後更に細かく改修コストや地域情報を調査、

設定していく事でシュミレーションの精度を

上げていきたい。 
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	 	  図2	 接道分類とオフィスビルモデル 
 

 
	 	 図3	 住戸タイプ組み合わせパターン 
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